藤岡市土と火の里公園
指定管理者募集要項

令和２年１月

群馬県藤岡市
地方自治法第２４４条の２第３項及び藤岡市土と火の里公園設置及び管理に関する条例第１０条の規定により、下記施設の指定管理者の募集を行います。
１．管理を行わせる施設の概要
（１）名称　　　　藤岡市土と火の里公園

（２）所在地　　　藤岡市上日野２２４０番地

（３）敷地面積　  １８，１２２㎡

（４）設置目的　　山間過疎等の問題を抱えた日野、高山地域の活性化を図るため

（５）施設の種類  別紙仕様書のとおり

（６）利用実績　　開館日３０５日、入園者数２６，９２６人、体験者数５，００８人

　　　　　　　　　※平成３０年度利用状況

２．管理業務の内容

（１）藤岡市土と火の里公園の維持管理に関する業務

（２）藤岡市土と火の里公園の利用の承認及び利用調整に関する業務等運営に関する業務
（３）その他、別紙仕様書のとおり

３．管理運営の経費

　藤岡市土と火の里公園の運営については、利用料金、指定管理料及びその他の収入（自主事業等）をもって充てるものとします。

４．指定管理料の上限額

　年額１１，１００，０００円（税込）以内とします。

　※消費税は１０％となります。

５．指定期間

　令和３年４月１日から令和６年３月３１日まで（３ヵ年）
６．申請ができる者の資格
（１）法人その他の団体であること。（個人での応募は不可）

（２）団体またはその代表者が次の者に該当しないこと。

　　ア　法律行為を行う能力を有しない者

　　イ　破産者で復権を得ない者

　　ウ　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同項を準用する場合を含む）の規定により本市における一般競争入札等の参加を制限されている者

　　エ　地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「自治法」という。）第２４４条の２第１１項の規定による指定の取り消しを受けたことがある者

　　オ　国税及び地方税を滞納している者

　　カ　指定管理者の指定を管理の委託とみなした場合に、自治法第９２条の２、第１４２条（同条を準用する場合を含む。）または第１８０条の第５第６項の規定に抵触することとなる者

　　キ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。）またはその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制下にある者または団体
（３）施設の管理能力を有する者

（４）企画・運営能力を有する者

７．募集要項の配布及び募集期間

（１）配布及び提出場所・問合せ先

　　　〒３７５－００４７　藤岡市上日野２２４０番地

　　　藤岡市役所　経済部商工観光課　土と火の里係　℡０２７４－２８－０３８５
（２）配布期間

　　　令和２年１月７日（火）から令和２年９月１１日（金）まで
※配布は月・土・日曜日及び祝日を除く、午前８時３０分から午後５時１５分まで
（３）説明会の開催
　　　随時
（４）募集期間

　　　令和２年１月２１日（火）から令和２年９月１８日（金）まで

※郵送の場合、書留郵便により最終日の午後５時１５分までの必着

　　※ＦＡＸ、電子メールによる提出は不可とします。
８．申請の際に提出する書類の内容
　申請時に次の書類（正本１部、副本１部（コピー可））を提出してください。なお、市が必要と認める場合は、追加資料の提出を求める場合があります。
（１）指定管理者指定申請書（様式第１号）
（２）宣誓書（様式第２号）

（３）藤岡市土と火の里公園事業計画書（様式第３号）
　　　事業計画書には、次の事項を記載すること。

　ア．施設の管理運営に係る基本方針

　イ．指定期間内の年度ごとの事業計画書

　ウ．業務の具体的実施要領（管理と運営）

　エ．人員体制等、その他事業計画書に基づく。

（４）管理運営に係る収支予算書（様式第４号）
　　　指定期間内の年度ごとの収支予算書を記載すること。

（５）商業・法人登記簿謄本、定款、寄付行為、規約またはこれらに類する書類

　（法人格を有していない団体にあたっては、これらに相当する書類として団体の規約、団体の名簿等）

（６）納税証明書（課税されている団体のみ）
　　　※納税義務がない場合は、納税義務がない旨の申立書を提出してください。（様式第５及び６号）
（７）申請書を提出する日の属する事業年度の前年度における収支予算書及び事業計画書並びに事業年度の収支決算書及び事業報告書（財務諸表等）
（８）暴力団排除に関する誓約書（様式第７号）

（９）その他市が必要と認める書類

　※証明書は、過去３ヶ月以内に発行したものとしてください。
９．選定基準

（１）市民の平等な利用が確保されること。

（２）管理運営業務の計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮するものであり、施設の性質及び事業の内容が合致したものであること。

（３）管理に係る収支予算書の内容が、施設の管理運営費用の縮減を図るものであること。
（４）管理運営業務の計画書に沿った管理を安定して行う人員及びその他の経営規模、能力を有しており、又は確保できる見込みがあること。

１０．審査の手順に関する事項

（１）応募書類の確認

提出された応募書類について、事務担当で確認します。

（２）審査方法

　選定委員会において応募者によるプレゼンテーションを実施します。プレゼンテーション実施後、指定候補者を選定します。なお、審査の結果、市で設定した基準点を満たす候補者がいない場合は、選定を見送ります。

　※選定員会の開催日時等は別途連絡します。

（３）選定結果のお知らせ
　応募者全員に、１０月中に文書にてお知らせします。
１１．選定結果の公表

　施設の名称・候補者の名称・指定期間・選定の方法・審査結果・指定管理料提案額について市ホームページにて公表します。

１２．協定書の締結について

　選定結果をもとに、市は指定候補者と細目協議を行い、協議成立後、議会の議決を得て指定管理者として指定し、正式に協定を締結する予定です。また、協定書の締結は令和３年４月１日とします。
１３．引継業務
　協定書発行までの期間においては、必要書類の作成のほか、各種印刷物作成業務や事務引継及び各業務の習得を行っていただきます。なお、習得期間中に要する経費については、指定管理者の負担とします。また、指定管理期間終了時に、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、管理運営業務等を遂行できるよう引継を行うものとします。

１４．備品などについて

　指定管理者が指定期間中に使用するパソコン、レジスター及び車両などについては、必要に応じ指定管理期間開始前に用意していただきます。なお、購入に要する経費については、指定管理者の負担とします。その他、指定管理を行うにあたり、必要と思われる備品については指定管理者の判断において適宜用意していただきます。
１５．その他

（１）申請書のほか必要書類を添えて、提出してください。

（２）郵送の場合、書留郵便により最終日の午後５時１５分までの必着とします。また、ＦＡＸ、電子メールによる受付は行いません。

（３）申請に係る費用は、応募者の負担とし、提出された書類は返却しません。応募を辞退する際には、辞退届（様式第８号）を提出してください。
（４）申請の撤回及び申請書類の修正は、軽微の修正を除き原則として認められません。
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